
整理番号 １

期 中 の 評 価 個 表

事業名 直轄地すべり防止事業 事業計画期間 昭和39年度～令和６年度（61年間）

事業実施地区名 祖谷川（いやがわ） 事業実施主体 四国森林管理局
（都道府県名） （徳島県） 徳島森林管理署

事業の概要・目的 本地区は、徳島県三好市東祖谷に位置しており、その地質は、中央構造線と御
荷鉾（みかぶ）構造線に挟まれる三波川帯及び御荷鉾構造線と仏像構造線に挟ま
れる秩父帯に属し、御荷鉾緑色岩及び砂岩、泥岩の互層からなる基岩が著しく破
砕されるなど、脆弱な地質構造となっている。
このため、過去から大規模な地すべりや崩壊が発生しており、特に昭和29年の

台風12号では東祖谷全域で多数の大規模な地すべり性崩壊が発生した。その復旧
については、大規模な地すべり地の安定や大量の不安定土砂の固定、流出防止を
図るなど事業規模が著しく大きく、高度の技術を要することから、徳島県及び東
祖谷山村（現三好市）からの強い要請も踏まえ、昭和39年度から直轄地すべり防
止事業に着手した。その後、豪雨等による地すべり活動の活発化にも機動的に対
応しつつ、地域の安全・安心の早期確保に向け、地すべり対策事業を推進してい
るところである。
一方、これら事業実施箇所の同一流域にあたる東祖谷西山地区においては、徳

島県が平成元年度から平成22年度まで地すべり防止事業を実施してきたところで
あるが、平成23年９月の台風12号の集中豪雨の影響により、地すべり地内の亀裂
の拡大や山崩れが発生するなど、山腹斜面は極めて不安定な状態となり、その後
も地すべり滑動が進行しているところである。このため、現地調査（大規模崩壊
危険度判定等）を実施し対策の検討を行った結果、今後の豪雨や地震等によって
大規模な地すべり・崩壊とそれに伴う土砂の流出が発生し、下流の人家等に甚大
な被害を及ぼす危険性が高くなっていることが確認された。
このような中、徳島県から直轄地すべり防止事業による対応についての要望が

なされたことも踏まえ、本事業の区域を拡大し、所要の対策を一体的に実施する
ことにより、祖谷川上流域に存する大規模地すべりによる被害を未然に防止し、
地域の安全・安心を早期に確保するため、平成26年度に新たに全体計画を見直
し、令和６年度までの10年間、事業の実施期間を延長して早期の復旧を図ってい
るところである。

・主な事業内容：渓間工140基、山腹工８ha、集水井工145基、排水トンネル工
2,049m、アンカー工43,749m

・総事業費：33,276,969千円（税抜き：31,520,511千円）
（平成26年度の評価時点：33,276,969千円 (税抜き：31,520,511千円))

① 費用便益分析の 本事業の費用便益分析における主な効果は、地すべり防止施設の施工により地
算定基礎となった すべりを抑制・抑止して、山地を保全する効果及び山崩れ等によって大量に流出
要因の変化 する土砂を抑制する効果であり、山地保全便益として計上している。

総便益 (B)の算定では、土砂流出量を抑制する便益を評価する山地保全便益
（土砂流出防止便益及び土砂崩壊防止便益）において、砂防ダム建設コストを用
いる手法であったものを、流出土砂除去コストを用いる手法に変更し算定してい
る。
総費用(C)の算定では、物価変動の影響を考慮したデフレーターの適用及び消

費税の控除を行っている。
なお、前回評価時と比べ、費用便益分析の費用算定基礎としている事業区域や

事業内容に特段の変化は生じていない。
令和元年度時点における費用便益分析の結果は、以下のとおりである。

総便益 (B) 88,140,575千円（平成26年度評価時点：71,920,092千円）
総費用 (C) 70,989,214千円（平成26年度評価時点：56,966,666千円）
分析結果 (B/C) 1.24 （平成26年度評価時点：1.26）
※平成26年度評価時点における数値については、消費税を含んだ数値である。

② 森林・林業情 平成26年度の区域拡大に伴い、本事業の保全対象としている集落の家屋数は、
勢、農山漁村の状 72戸増加するとともに、国道１km、県道１km、市道１km、農地２haと、それぞれ
況その他の社会経 数量も増加している。本地区の所在する旧東祖谷山村は、平成18年３月に市町村
済情勢の変化 合併により三好市となった。現在、三好市は、平成27年度に策定した「徳島県西

部圏域振興計画」の中期プランである10年程度先を見据えた施策（まちの創生、
まちとひとの創生、しごとの創生）により地方創生に取り組んでいる。なお、旧
東祖谷山村の合併前の人口は1,930人であったが、平成22年には1,738人、平成31
年１月には1,255人に減少している。本地区の上流域は、自然景観に優れた剣山
国定公園に指定され、また、当地区を含む周辺森林は、スギ、ヒノキ等の造林地
であり、下流域の重要水源として水源かん養保安林にも指定される等、水源涵養
（かんよう）機能や土砂流出防止機能の高度発揮が期待されている。

・主な保全対象：家屋152戸、国道19km、県道３km、市道17km、林道５km、農地
25ha

③ 事業の進捗状況 地すべり防止のため、アンカー工、地下水を排除する集水井工、排水トンネル
工等を施工している。また、山腹崩壊地ではその拡大防止を図るため山腹工を、
荒廃渓流では不安定土砂の流出防止や渓岸浸食の防止を図るため渓間工を実施し



ている。
平成30年度末時点の進捗率は71.8％(事業費ベース)となっている。

④ 関連事業の整備 本事業施工地の下流域及び隣接区域で、国土交通省及び徳島県が各々地すべり
状況 対策事業、治山事業を実施しており、砂防治山連絡調整会議等により、関係機関

と十分な連絡調整を図りながら、地域住民の安全・安心のための事業効果の早期
発現など効果的・効率的な事業の実施に努めている。

⑤ 地元（受益者、 当地区は、御荷鉾構造線沿いに位置し、脆弱な地質構造を呈しており、過去に
地方公共団体等） 土砂の流出や大規模な地すべり性崩壊により、人家・国道等に被害を与えた地区
の意向 である。本事業により、地すべりによる被害を防止・軽減する対策を実施してい

るが、現在も地すべり現象は、地域住民の日常生活に多大な影響を及ぼしている
ことから、安全で安心できる豊かな暮らしの実現を図るため、事業を継続し、早
期概成を要望する。

（徳島県）

当地区は、平成30年７月豪雨により、地すべりの発生頻度は非常に高くなって
おり、住民生活への影響もきわめて大きいことから、直轄地すべり防止事業の促
進による地域の安全と国土の保全を確保することが必要であり、今後も事業の検
討を強く要望する。

（三好市）

⑥ 事業コスト縮減 現地の状況に応じ、集水井工・排水トンネル工等の抑制工と、アンカー工・杭
等の可能性 工等の抑止工等を適切に組み合わせ、転石等の現地発生材を利用する工法等コス

ト縮減に繋がる工法の採用に努めることとする。

⑦ 代替案の実現可 地すべりの機構調査の結果により、すべり面の深さ・方向等を解明し、現地に
能性 おいて最も効果的・効率的な工種・工法を採用しており、代替案はない。

森林管理局事業評価 事業の必要性、効率性、有効性が認められること、地元の強い要望もあること
技術検討会の意見 から、今後とも周辺環境に配慮しつつ事業を継続することが望ましい。

評価結果及び実施方 （評価結果）
針 ・必要性： 本地区の地すべりの活動状況等から、放置すれば大規模な地すべり

やこれに伴う土砂流出が懸念され、下流域の家屋や公道等に被害が及
ぶおそれがあり早急な対策が必要である。また、地元自治体から安全
・安心な生活を求める要望が強いことから、祖谷川上流域の大規模な
地すべりによる災害の防止を図るため、従来の事業と一体的に対策を
講じる必要性が認められる。

・効率性： 現地の状況に応じて、集水井工・排水トンネル工等の抑制工と、ア
ンカー工・杭工等の抑止工等を適切に組み合わせ、転石等の現地発生
材を利用する工法等コスト縮減に繋がる工法の採用に努め、コスト低
減を図ることとしていることから事業の効率性が認められる。

・有効性： 本事業の実施により、地すべりの防止、崩壊地の復旧及び渓床に堆
積している土砂の安定化等下流域の保全が図られることから事業の有

。効性が認められる

上記①～⑦の各項目及び各観点からの評価、並びに四国森林管理局事業評価
技術検討委員会の意見を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、本事業の
継続実施が妥当と判断される。

・実施方針： 本事業は継続する。

※総事業費のうち、令和元年度以降の事業費については、消費税10％で計上。



様式１

事 業 名　： 都道府県名： 徳島県
施行箇所 ： （単位：千円）

土砂流出防止便益 88,039,591

土砂崩壊防止便益 100,984

総　便　益    （Ｂ） 88,140,575

70,989,214

88,140,575

70,989,214

0 42,668,749

総　費　用    （Ｃ）

費用便益比 Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 1.24

便　益　集　計　表
（治山事業）

直轄地すべり防止事業
祖谷川地区

備　　　　考

山地保全便益

大　区　分 中　区　分 評価額



徳島県

高知県

直轄地すべり防止事業 祖谷川（徳島県） 概要図

徳島県三好市東祖谷

国道
439号
線

祖谷川



保全対象：麦生土集落

地すべりによる被災状況

対策工施工状況

保全対象：麦生土集落

保全対象：阿佐集落




